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背景及び目的
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平成二十二年法律第三十八号
エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律

低炭素投資促進法は、エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進のため
に平成22年に成立・施行された

1.1 本事業の背景

エネルギー環境
適合製品

告示

定義

特定事業促進円滑化

工場・事業所

ツーステップローン

低炭素投資促進法 需要開拓支援

工場・事業所

リース信用保険
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平成二十二年法律第三十八号 エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律に基づき作成

低炭素投資促進法では、エネルギー環境適合製品について5つの区分を設けている

1.1 本事業の背景

低炭素投資促進法（第二条第三項）の概要

法律（原文ママ） 対象となるエネルギー環境適合製品

2

機械類であって、エネルギーの消費量との対比におけるその性能の向上の程
度が高いと認められるものとして主務大臣が定めるもの 省エネ製品

高効率蒸気ボイラー、高効率燃焼式工
業炉、高効率業務用冷凍冷蔵庫等

業務他

家 庭

産 業

1

非化石エネルギー源から電気若しくは熱を得るため、又は燃料を製造するため
に用いられる機器、装置又は設備であって、電気若しくは熱を得ること又は燃
料を製造することを効率的に行うことができるものとして主務大臣が定めるもの

再エネ製品 太陽光発電設備、風力発電装置等

エネ転

3

機械類であって、その使用に際してのエネルギーの消費に係る環境への負荷の
程度が低いと認められるものとして主務大臣が定めるもの 低炭素機器 電気自動車等

運 輸

4

専ら前三号に掲げる製品に使用される主要な部分品として開発され、又は
製造される物として主務大臣が定めるもの 主要部品 電気自動車用電池等

分野横断

5

専ら第一号から第三号までに掲げる製品とともに使用するために開発され、又
は製造される機械類であって、当該製品の使用に必要なものとして主務大臣
が定めるもの

その他 高効率照明器具専用の安定器等

分野横断

エネ転 エネルギー転換部門

エネルギー起源二酸化炭素の排出部門

産 業 産業部門 業務他 業務その他部門 家 庭 家庭部門 分野横断 全部門横断
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出所：エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律第二条第三項各号のエネルギー環境適合製品 （平成二十二年九月十六日農林水産省・経済産業省・国土交通省告示
第１号平成三十年三月三十一日一部改正）

低炭素投資促進法で定義されているエネルギー環境適合製品は、告示（以下、関連告
示）において製品の種類と性能基準を設定している

1.1 本事業の背景
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1.2 本事業の目的

本事業は、エネルギー・環境分野における政策支援の対象範囲やその性能の在り方を検討す
るため、調査研究を実施する

国内調査

性能基準の
追加検討

カテゴリや定義の
見直し検討

性能基準の
見直し検討

追加カテゴリの
検討

製品カテゴリ

性能基準

追 加 見直し項 目

海外調査

日本におけるエネルギー政策の
状況と方向性の調査

100

110

120

130

海外におけるエネルギー政策の
状況と方向性の調査

210

200

追加製品カテゴリの検討

対象製品の
性能の在り方の検討

220

230

位
置
づ
け
の
確
認

重要政策の絞り込み重要政策の絞り込み
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本事業では、国内及び海外調査の結果に基づいて、政策支援の対象製品の範囲やその性能の在り方
の検討結果を、成果として取りまとめる

1.3 本事業の全体像

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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調査内容



2.1 国内調査



日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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中央環境審議会地球環境部会中長期の気候変動対策検討小委員会産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会地球温暖化対策検討ワーキンググループ 合同会合, 2050年カーボン
ニュートラルを巡る国内外の動き（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/chikyu_kankyo/ondanka_wg/002.html）, R2.12.16に基づいて作成

日本政府は様々なエネルギー政策を推進している

日本におけるエネルギー政策の整理

► 地球温暖化対策計画の
見直し

地球温暖化対策推進本部

2050年
カーボンニュートラル

3 R2.10.26

政務調査会

ポストコロナに向けた
経済構造の転換・好循環の実現

3 R2.11.30

1

► パリ協定に基づく成長戦略
としての長期戦略

R1.6.11

► 革新的環境イノベーション戦略
（R2.1.21）を着実に実行

グリーンイノベーション戦略推進会議

総合資源エネルギー調査会

► 2050年カーボンニュートラルの実
現に向けた検討

2

5

R2.12.21

► 新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえた今後の気候変動対策

中環審・産構審 合同会議

R2.9.1

６

► 2050年カーボンニュートラルに
伴うグリーン成長戦略

成長戦略会議

4

R2.12.25
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地球温暖化対策推進本部（第40回）,パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（案）の概要（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai40/gijisidai.html）, R2.6.11

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（案）の概要1
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統合イノベーション戦略推進会議,革新的環境イノベーション戦略（ https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/kankyo_innovation/index.html ）, R2.1.21

革新的環境イノベーション戦略2

• 革新的環境イノベーション戦略では、イノベーション・アクションプランとして5つの重点領域を設定した上で、それぞれ具
体的なシナリオとアクションを示している。
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統合イノベーション戦略推進会議,革新的環境イノベーション戦略（ https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/kankyo_innovation/index.html ）, R2.1.21

革新的環境イノベーション戦略2

• 革新的環境イノベーション戦略では、イノベーション・アクションプランとして５つの重点領域を設定した上で、それぞれ
具体的なシナリオとアクションを示している
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第4回 グリーンイノベーション戦略推進会議ワーキンググループ, 2050年カーボンニュートラルに向けたグリーンイノベーションの方向
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/004.html）, R2.11.27

グリーンイノベーション戦略推進会議2

• グリーンイノベーション戦略推進会議の検討結果は、各種会議の決定に反映される
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第4回 グリーンイノベーション戦略推進会議, 重要分野の検討状況について（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/gi_004.html）, R2.12.21

グリーンイノベーション戦略推進会議2

• グリーンイノベーション戦略推進会議では、グリーン成長戦略の取りまとめに向けて、重要分野の課題を明確化している
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第4回 グリーンイノベーション戦略推進会議ワーキンググループ, 2050年カーボンニュートラルに向けたグリーンイノベーションの方向
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/004.html）, R2.11.27

「2050年カーボンニュートラル」に係る国内動向

第203回臨時国会

2021.10.26

菅総理による目標宣言
2021.10.30

菅総理による各閣僚に向けた指示
具体的方策の検討

2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指す

鍵となるのは、次世代型太陽電池、
カーボンリサイクルをはじめとした、

革新的なイノベーション

2050年カーボンニュートラルへの
挑戦は、日本の新たな成長戦略

世界市場獲得の可能性がある
エネルギー・産業分野の変革を

カーボンニュートラルへの需要を創出する
経済社会の変革や国際的な発信を

梶山大臣（経済産業省）には―

小泉大臣（環境省）には―

地球温暖化対策推進本部

中央環境審議会・産業構造審議会

成長戦略会議

国と地方で検討を行う新たな場

総合資源エネルギー調査会

地方自治体

3
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自由民主党政務調査会,新たな経済対策に向けた提言, 2021.11.30に基づき作成

「グリーンエコノミー」に係る国内動向

政務調査会

2021.11.30

新たな経済対策に向けた提言

（1）新型コロナウイルス感染症の拡大防止策

（2）ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現

（3）防災減災・国土強靭化の推進等の安全・安心の確保

「2050年カーボンニュートラル」を目指し、DX基盤に立脚した「第5次産業革命（グ
リーンエコノミー）」を実現するため、あるべき社会・産業の姿からバックキャストし、革新
的なイノベーションを通じて経済と環境の好循環をつくり出すことが必要である。企業がパ
リ協定を踏まえた温室効果ガス（GHG）削減に努力しないと、グローバルな投資家や
消費者からも見放され、事業継続リスクに直面することになる。今こそ行動が求められて
いる。

そのためには、国を挙げてカーボンニュートラルを推進する基本法（仮）等の省庁横断
的な法的枠組みを制定するとともに、経営者自らが「覚悟とコミット」を示すことを条件に、
リスクが高い挑戦に書かんに取り組む企業によるグリーン投資や、脱炭素効果の大きい
設備投資を支援する税制措置の創設、規制改革など、あらゆる政策手段を総動員す
ることで、官民挙げて2050年のGHGのネット排出ゼロを目指す。その際、高い目標を掲
げ、生産工程でのGHG排出削減を行った蓄電池や次世代太陽電池開発、洋上風力
等によるクリーンな再エネの主力電源化、原子力を含むゼロエミッション電源の活用、合
成燃料・CO2分離回収等の技術開発やバイオ技術等の知見を活かしたカーボンリサイク
ルの推進、水素発電の技術開発などによる水素社会の実現を加速する。

また、半導体をめぐる経済安全保障の環境変化やアフターコロナによるデジタル革命党の
動向を踏まえ、デジタル社会の基盤となる先端半導体の製造基盤強化、ポスト5G情報
通信システムの開発、官邸が保有するデータのオープン化の推進、メタ学習を含むAI開
発の推進、生産向上のスマート化に向けた垂直統合の支援などに取り組む。

グリーンエコノミー・デジタル革命の実現

3
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総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第35回会合）, 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討
（https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/035/）, R2.12.21

総合資源エネルギー調査会（2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討）4
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内閣官房 成長戦略会議（第6回）, 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai6/index.html）, R2.12.25

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略5
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中央環境審議会 地球環境部会（第145回）, 新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえた今後の気候変動対策について（https://www.env.go.jp/council/06earth/post_101.html）, 
R2.8.4

新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえた今後の気候変動対策6



22

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室, L2-Techについて（https://www.env.go.jp/press/files/jp/106653.pdf）, H29.8

（参考）L2-Techリスト



追加製品カテゴリの検討

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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調査対象とした文献について

技術が網羅的に整理されている革新的イノベーション戦略、グリーン成長戦略、及びL2-
Techリストを調査対象とした

+
成長戦略会議

グリーンイノベーション戦略推進会議

総合資源エネルギー調査会

► 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

► 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討

環境省 地球温暖化対策課
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調査結果のサマリ①

関連告示掲載のない製品カテゴリから211カテゴリ、掲載のある製品カテゴリから16カテゴリ
をリストアップした

製品区分

省エネ製品 業務他

家 庭

産 業

再エネ製品

エネ転

低炭素機器

運 輸

主要部品

分野横断

その他

分野横断

エネ転 エネルギー転換部門

エネルギー起源二酸化炭素の排出部門

産 業 産業部門 業務他 業務その他部門 家庭部門 分野横断 全部門横断家 庭

関連告示 掲載なし製品（抜粋） 関連告示 掲載あり製品

水素製造設備、水素発電設備、核融合発電設備、合成燃料製造設
備 等

雪氷熱利用装置、水熱利用設備

ゼロカーボン・スチール製造技術、ハイエントロピー合金製造設備、プラス
チック等の高度資源循環設備、人工光合成を用いたプラスチック製造設
備、炭素再資源化による機能性化学品製造設備、カーボンマイナス住
宅（LCCM)/ゼロエネルギー住宅（ZEH・ZEB) 等

高効率業務用厨房機器、高効率生型造型機、高効率砂処理機械、
高効率中子除去装置、省エネルギー型ダイカストマシン、高効率溶解設
備、省エネルギー型自動販売機、省エネルギー型複写機、高効率照明
器具（蛍光灯）、高効率家庭用ガス調理機器、高効率配線設備

合成燃料製造設備、小型水素燃料電池船、水素航空機、バイオジェッ
ト燃料設備 等

高効率LPガス自動車、高効率保冷装置搭載貨物自動車

次世代蓄電池、CCUS 等 -

エネルギー制御システム、パワーエレクトロニクス設備、水素輸送・貯蔵設
備、水素ステーション 等

高効率照明器具専用の安定器

※革新的環境イノベーション及び2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（革新的イノベ等）に掲載されている技術を抜粋

革新的イノベ等 L2-Techリスト関連告示

掲載なし 両方またはいずれかに掲載

革新的イノベ等 L2-Techリスト関連告示

掲載あり 両者ともに掲載なし
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調査結果のサマリ②

そのうち、商用化済みの4カテゴリについて、深堀り調査を実施した

製品区分

省エネ製品 業務他

家 庭

産 業

再エネ製品

エネ転

低炭素機器

運 輸

主要部品

分野横断

その他

分野横断

エネ転 エネルギー転換部門

エネルギー起源二酸化炭素の排出部門

産 業 産業部門 業務他 業務その他部門 家庭部門 分野横断 全部門横断家 庭

水素製造設備、水素発電設備、核融合発電設備、合成燃料製造設
備 等

雪氷熱利用装置、水熱利用設備

ゼロカーボン・スチール製造技術、ハイエントロピー合金製造設備、プラス
チック等の高度資源循環設備、人工光合成を用いたプラスチック製造設
備、炭素再資源化による機能性化学品製造設備、カーボンマイナス住
宅（LCCM)/ゼロエネルギー住宅（ZEH・ZEB) 等

高効率業務用厨房機器、高効率生型造型機、高効率砂処理機械、
高効率中子除去装置、省エネルギー型ダイカストマシン、高効率溶解設
備、省エネルギー型自動販売機、省エネルギー型複写機、高効率照明
器具（蛍光灯）、高効率家庭用ガス調理機器、高効率配線設備

合成燃料製造設備、小型水素燃料電池船、水素航空機、バイオジェッ
ト燃料設備 等

高効率LPガス自動車、高効率保冷装置搭載貨物自動車

次世代蓄電池、CCUS 等 -

エネルギー制御システム、パワーエレクトロニクス設備、水素輸送・貯蔵設
備、水素ステーション 等

高効率照明器具専用の安定器

③グリーン冷媒

①水電解装置
②NOxバーナー

④デジタル制御技術

関連告示 掲載なし製品（抜粋） 関連告示 掲載あり製品

革新的イノベ等 L2-Techリスト関連告示

掲載なし 両方またはいずれかに掲載

革新的イノベ等 L2-Techリスト関連告示

掲載あり 両者ともに掲載なし

※革新的環境イノベーション及び2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（革新的イノベ等）に掲載されている技術を抜粋



①水電解装置
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NEDO, NEDO水素エネルギー白書
（ https://www.nedo.go.jp/library/suiso_ne_hakusyo.html ）,2015.2 

水電解は2タイプ存在するが、いずれも電気の力を利用することで原料から水素を取り出す
仕組みとなっている

水電解の仕組み

原 料

規 模

水素純度

水酸化カリウム、水酸化ナトリウム溶液

大型向け

99.99%

原 料

規 模

水素純度

純 粋

小型向け（50Nm3/h 程度）

99.99%
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商用化の状況

水電解装置については、既に複数のメーカーが商用化している

No. 製造事業者 製品名 出所

1 日立造船株式会社 水素発生装置（ハイドロスプリング）
https://www.hitachizosen.co.jp/products/business/processor/sterilization/hydr
ospring.html

2
株式会社神鋼環境ソ
リューション

水電解式高純度水素発生装置 https://www.kobelco-eco.co.jp/product/hhog/

3 エナプター AEM式水電解水素発生装置 https://www.enapter.com/ja/electrolyser

4 太陽日酸株式会社 アルカリ水電解水素製造装置向け水素精製装置 https://www.tn-sanso.co.jp/jp/rd/giho/pdf/37/tnscgiho37_10.pdf

5 ティッセンクルップ モジュール式の高性能スキッドマウント型水電解装置
https://ucpcdn.thyssenkrupp.com/_binary/UCPthyssenkruppBAISUhdeChlorine
Engineers/jp/products/water-electrolysis-hydrogen-production/link--------------
.pdf

6 マクセル 水素ガス発生装置 https://biz.maxell.com/ja/tokki/h2generator.html
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統合イノベーション戦略推進会議, 革新的環境イノベーション戦略, R2.1.21

革新的環境イノベーション戦略においては、水素を電気・熱エネルギーとして活用することを想
定している

水電解装置の位置づけ①
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統合イノベーション戦略推進会議, 革新的環境イノベーション戦略, R2.1.21

また、同戦略においては、 CO2を排出せず水素製造する装置を対象としている

水電解装置の位置づけ②
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東芝エネルギーシステム株式会社,自立型水素エネルギー供給システム「H2One™」（ https://www.toshiba-energy.com/hydrogen/product/h2one.htm ）

東芝は、再エネを使って水素製造し、それを燃料として提供する事業を行っている

東芝水素エネルギー事業における水電解装置

固体高分子形
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日立造船株式会社, 水素発生装置（ハイドロスプリング）, （https://www.hitachizosen.co.jp/products/business/processor/sterilization/hydrospring.html）

水素は多様な用途で活用されている

水電解装置の用途

日立造船株式会社 水素発生装置（ハイドロスプリング）

株式会社神鋼環境ソリューション 水電解式高純度水素発生装置

マクセル 水素ガス発生装置



②NOxバーナー
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第4回 グリーンイノベーション戦略推進会議, 重要分野の検討状況について
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/gi_00
4_03_00.pdf）, 2020.12

低NOxバーナーは商用化済みであるが、アンモニア燃料（工業プロセスで発生）を利用した
石炭火力への適用は商用化されていない

②NOxバーナー

三菱パワー株式会社ウェブサイト,低NOxバーナー
(https://power.mhi.com/jp/products/boilers/technology/low-nox-burner)

グリーンイノベーション戦略推進会議三菱パワー



③グリーン冷媒
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産業構造審議会製造産業分科会第7回化学物質政策小委員会令和元年度第1回化学物質審議会合同会議,資料7 フロン対策の現状について
（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/007.html）, R2.1

グリーン冷媒の導入状況
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環境省, ノンフロンで省エネ&エコに冷やす（平成29年）
（https://www.env.go.jp/earth/ozone/non-cfc.html）

グリーン冷媒の定義

ノンフロン
CO2、炭化水素、アン モニア等
の自然冷媒やHFOなど

プロパンについては、
安全性への懸念がある
（日冷工ヒアリングより）
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ダイキン工業株式会社, 冷凍冷蔵機器用途の低温暖化冷媒『Creard R-448A』を日本国内で販売開始領（https://www.daikinchemicals.com/jp/news/sales-launch-creard-r-448a.html）, 
2019.12.18

省エネ型自然冷媒機器の商用化状況

冷凍冷蔵機器用途の
低温暖化冷媒



④デジタル制御技術
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経済産業省 ロボットによる社会変革推進会議,ロボットによる社会変革推進会議報告書
（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/robot_shakaihenkaku/20190724_report.html）, 2019.7.24

代表例である産業用ロボットを調査したところ、モビリティや製造分野においては低炭素化を
追求することが可能であることを確認した

デジタル制御技術の低炭素化の可能性

走行ルートの適正化（最短距離の選択） 生産時間の短縮
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環境省中央環境審議会地球環境部会 2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会, 2013年以降の対策・施策に関する報告書(地球温暖化対策の選択肢の原案について) 技術WGとりまとめ
（https://www.env.go.jp/earth/report/h24-03/index.html）, H24.4.19

環境省では、CO2排出量を要因分解した上で、各種CO2削減対策を検討している

環境省におけるCO2削減対策の考え方



43

デロイトトーマツコンサルティング合同会社,令和2年度L2-Techに関する設備・機器等の募集説明資料
（http://www.env.go.jp/press/files/jp/113975.pdf）, 2020.5.29

L2-Techでも同様の考え方に基づいて、CO2削減タイプを整理している

L2-TechにおけるCO2削減タイプの考え方①
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デロイトトーマツコンサルティング合同会社,令和2年度L2-Techに関する設備・機器等の募集説明資料
（http://www.env.go.jp/press/files/jp/113975.pdf）, 2020.5.29

デジタル制御技術の代表例である産業用ロボットについては、③及び④のCO2削減タイプに
該当すると考えられる（場合によっては、②も該当する可能性あり）

L2-TechにおけるCO2削減タイプの考え方②

ex. 生産時間を短縮し、最小のエネルギーでプロ
ダクトを生産するよう、産業用ロボットが組み込ま
れた生産システム

ex. 最短となる走行ルートを自動で判定して商
品を配送する産業用ロボット
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CORDIS, Automation and Robotics for European Sustainable manufacturing（https://cordis.europa.eu/project/id/609391/reporting）,2017.5.11等に基づいて作成

海外の産業ロボットに関する代表的なプロジェクトを調査した結果、さまざまなアプローチで
CO2削減が可能であることを確認した

産業用ロボットのCO2削減対策の考え方

CO2排出量 効 用

サービス量

効 用

エネルギー消費量

サービス量

CO2排出量

エネルギー消費量
＝ × × ×

• ロボットのエネルギー消費
効率を最大化する軌道
に配置を変更

AREUS
プロジェクト

製造関連

品 質 作業量

• 再エネを効率的に利用
できるように運転スケ
ジュールを設定

• サイクルタイムの削減を
可能にするAREUSソフ
トウェアの活用

システム全体 ロボット単体 システム全体

• ロボットのエネルギー消費
効率を最大化する軌道
に変更

ロボット単体

ABB
プロジェクト

製造関連

• 工場全体のエネルギー
消費量削減するソフト
ウェアと制御ツールを使
用

ロボット単体/システム全体

1 2

3

5

4
〇主な関与者
KUKA（ロボット最大手）
シーメンス（大手電機）
ダイムラー（大手自動車）
エミリア大学

〇主な関与者
ABB（ロボット最大手）
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CORDIS, Automation and Robotics for European Sustainable manufacturing（https://cordis.europa.eu/project/id/609391/reporting）,2017.5.11に基づいて作成

AREUSプロジェクトを調査した結果、様々な観点で産業用ロボットがCO2削減に貢献可能
であることを確認した

AREUSプロジェクトで開発している産業用ロボットの概要

サービス量の
最小化

エネルギー消費
効率の向上

低炭素エネルギー
の利用

CO2削減の観点 想定されるCO2削減アプローチ

• AREUSソフトウェアを活用し、生産プロセスを最適化すること
で、サイクルタイム（作業量）を削減することでシステム全体
のエネルギー消費量を削減する

• ロボットのアームの軌道に無駄のある配置から無駄のない配置
に変更することで、ロボット単体の作業量（アームの移動量）
を削減することでエネルギー消費量を削減する

• 再エネの発電量に合わせてシームレスに運転スケジュールを調整
可能なシステムと、再エネ利用に対応した産業用スマートグリッド
を開発することで、再エネ電力の利用を最大化することで、CO2
排出量を削減する

出展：
https://cordis.europa.eu/docs/resul
ts/609/609391/final1-areus-
pics.pdf

• AREUSソフトウェアの活
用によるサイクルタイム
（作業量）の削減

システム全体

1

• ロボットのエネルギー消費
効率を最大化する軌道
に配置を変更

ロボット単体

2

• 工場全体のエネルギー
消費量削減するソフト
ウェアと制御ツールを使
用

ロボット単体/システム全体

3

• 再エネを効率的に利用
できるように運転スケ
ジュールを設定

システム全体

4

• ロボットシミュレーション及び制御ツールによって、作業時間や一
作業当たりのエネルギー消費量を削減することで、工場全体の
エネルギー消費量を削減する
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Koen Paes他, Energy Efficient Trajectories for an industrial ABB Robot
（https://www.researchgate.net/publication/263202228_Energy_Efficient_Trajectories_for_an_Industrial_ABB_Robot）,2014.12に基づいて作成

ABBプロジェクトを調査した結果、ロボット単体でも省エネであることを評価していることを確
認した

ABBプロジェクトで開発している産業用ロボットの概要

エネルギー消費
効率の向上

CO2削減の観点 想定されるCO2削減アプローチ

• 最短距離でロボットアームを動かすのではなく、最もエネルギー
消費効率のよい軌道でアームを動かすことによって、一作業あ
たりのエネルギー消費量を削減する

• ロボットのエネルギー消費
効率を最大化する軌道
に変更

ロボット単体

5



対象製品の性能の在り方の検討

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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性能の在り方の検討の流れ

性能基準の在り方を検討する上では、性能が大きく向上している製品カテゴリを特定した上
で、性能基準を整理した

性能（エネルギー効率）が
大きく向上している製品カテゴリ

予備調査

その他の製品カテゴリ

性能基準の調査 業界団体へのヒアリング

関連する性能基準の整理対応する性能基準の整理

1

2
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予備調査の結果サマリ

エネルギー環境適合製品のその後の性能向上率を調査した

No. 製品カテゴリ
2010年以降の1年当たりの性能向上率

0% ~2% ~5% ～10%

1 太陽光発電設備 ○

2 高効率蒸気ボイラ ○

3 熱電併給型動力発生装置 ○

4 低燃費乗用自動車 ○

5 低燃費貨物自動車 ○

6 低燃費航空機 ○

7 高効率吸収式冷凍機 ○

8 高効率吸収式冷温水機 ○

9 廃熱投入型吸収式冷凍機 ○

10 廃熱投入型吸収式冷温水機 ○

11 高効率ターボ冷凍機 ○

12 高効率ヒートポンプ熱源機 ○

13 高効率ガスエンジンヒートポンプ ○

14 高効率業務用エアコンディショナー ○

15 高効率家庭用エアコンディショナー ○

No. 製品カテゴリ
2010年以降の1年当たりの性能向上率

0% ~2% ~5% ～10%

16 蓄熱式空気調和装置 ○

17 氷蓄熱式空気調和装置

18 高効率ショーケース

19 高効率ヒートポンプ式給湯器 ○

20 省エネルギー型自動販売機 ○

21 省エネルギー型複写機 ○

22 省エネルギー型複合機 ○

23 高効率テレビジョン受信機 ○

24 高効率照明器具 ○

25 高効率家庭用ガス調理機器

26 高効率家庭用ガス温水機器 ○

27 高効率家庭用石油温水機器 ○

28 高効率家庭用ヒートポンプ式温水器 ○

29 コンバインドサイクル発電設備 ○

30 高効率圧縮機

不 明

1
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製品カテゴリによって得られるデータが異なるため、性能向上率の信頼性が異なるという前提
を踏まえ予備調査を行った

予備調査：性能向上率の確認方法

高効率ターボ冷凍機

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0% ～2% ～5% ～ 10%

2010年以降の性能を確認

信頼性

1
対象とする製品カテゴリを代表する
性能値（平均値等）の推移

2
対象とする製品カテゴリのうち限定的な製品の
性能値（平均値等）の推移

3
対象とする製品カテゴリにおける
2015年版と2020年度版のL2-Tech水準値の比較

性能向上率の確認方法

1
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NEDO, 再生可能エネルギー技術白書
（ https://www.nedo.go.jp/content/100544817.pdf ）, 2014.3.10

性能向上率の調査結果（1）

予備調査

太陽光発電設備 高効率蒸気ボイラ

角宗司, 産業用貫流ボイラの規制動向と燃焼技術
（https://www.jstage.jst.go.jp/article/jcombsj/58/184/58_79/_pdf/-char/ja ）, 
2016

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

1
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コージェネ財団, コージェネによる省エネと新たな提供価値について
（https://www.ace.or.jp/web/info_general/images/20191119144648_1.pdf ）, 
2019.11.11

性能向上率の調査結果（2）

予備調査

熱電併給型動力発生装置 低燃費乗用自動車

資源エネルギー庁, 第３章 エネルギーをめぐる内外の情勢と課題変化/第1節 2030年のエネルギー
ミックスの進捗と課題, https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2018html/1-3-
1.html, (2021.1.12アクセス）

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

1
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国土交通省, 自動車燃費一覧（平成30年3月,平成27年3月,平成25年3月,平成23年3月）, 
2021.01.14

性能向上率の調査結果（3）

予備調査

低燃費貨物自動車 低燃費航空機

（公財）航空機国際共同開発促進基金, 27-1 民間ジェット輸送機の需要推移とその時代背景, 
http://www.iadf.or.jp/document/pdf/27-1.pdf,（ 2021.1.13アクセス）

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

11.4 11.3
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9.1

7.82 7.6 7.36
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2011 2013 2015 2020

ディーゼル貨物者燃費/普通・小型自動車(JC08モード）

ガソリン貨物車燃費/普通・小型自動車(JC08モード）

トラック等・トラクタ燃費

燃
料
基
準
値
（

k
m

/L
)

年

小型・普通車の値が
存在しないため、代表値で代替

1
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JRAIA一般社会法人日本冷凍空調工業会, 吸収式冷凍機,  
https://www.jraia.or.jp/product/unit/absorption-chiller.html#page07, ( 2021.1.13ア
クセス）

性能向上率の調査結果（4）

予備調査

高効率吸収式冷凍機 高効率吸収式冷温水機

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

［COP］

［COP］

1
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性能向上率の調査結果（5）

予備調査

廃熱投入型吸収式冷凍機 廃熱投入吸収式冷温水機

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

熱源入口温度58°C - 16.2

熱源入口温度68°C 【冷却能力】
2.5kW以上25kW未満
25kW以上50kW未満
50kW以上

25.7
25

26.1

冷水入口温度12℃、冷水出 口
温度7℃

- 1.74

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

冷水入口温度12℃、冷水出 口
温度7℃

- 1.74
熱源入口温度58°C - *15.2

熱源入口温度68°C - *18.6

［COP］

［COP］

［COP］

［COP］

1
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性能向上率の調査結果（6）

予備調査

高効率ターボ冷凍機 高効率ヒートポンプ熱源機

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター, 
https://www.hptcj.or.jp/study/tabid/104/Default.aspx,（ 2021.1.12アクセス）

2020年度L2-Tech水準表

- 【冷却能力】
40.0kW以下
40.0kW超80.0以下
80.0kW超118.0以下
118.0kW超180.0以下
180.0kW超500.0kW以下
500.0kW超1000.0kW以下
1000.0kW超1500.0kW以下

4.48
4.21
5.19
5.41
5.57
6.00
5.15

- 【冷却能力】
40.0kW以下
40.0kW超80.0以下
80.0kW超118.0以下
118.0kW超180.0以下
180.0kW超500.0kW以下
500.0kW超1000.0kW以下
1000.0kW超1500.0kW以下

4.48
4.28
5.41
5.28
5.57

6
5.22

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

2015年度冬版L2-Tech水準表 ［COP］

［COP］

1
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性能向上率の調査結果（7）

予備調査

高効率ガスエンジンヒートポンプ 高効率業務用エアコンディショナー

DAIKIN, エアコンの省エネルギー性向上,
https://www.daikin.co.jp/csr/environment/climatechange/air_conditioner.html ,
（ 2021.1.13アクセス）

2015年度冬版L2-Tech水準表

- 【発電出力】
7.5HP以下
7.5HP超10HP以下
10HP超16HP以下
16HP超25HP以下
25HP超

1.19
1.14
1.33
1.34
1.30

2020年度L2-Tech水準表

- 【発電出力】
7.5HP以下
7.5HP超10HP以下
10HP超16HP以下
16HP超25HP以下
25HP超

1.19
1.22
1.33
1.34
1.30

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

［COPp］

［COPp］

1
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一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター, 
https://www.hptcj.or.jp/study/tabid/104/Default.aspx ,（ 2021.1.12アクセス）

性能向上率の調査結果（8）

予備調査

高効率家庭用エアコンディショナー 蓄熱式空気調和装置

- 【蓄熱利用冷房能力】
14.0kW以下
14.0kW超16.0kW以下
16.0kW超22.4kW以下
22.4kW超28.0kW以下
28.0kW超45.0kW以下
45.0kW超56.4kW以下
56.0kW超80.4kW以下
80.0kW超112.0kW以下
112.0kW超

3.64
-
-
-
-
-
-
-

2.6

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

- 【蓄熱利用冷房能力】
14.0kW以下
14.0kW超16.0kW以下
16.0kW超22.4kW以下
22.4kW超28.0kW以下
28.0kW超45.0kW以下
45.0kW超56.4kW以下
56.0kW超80.4kW以下
80.0kW超112.0kW以下
112.0kW超

4.27
4.20
3.91
3.59
3.60
3.75
3.40
3.37
3.08

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

［日量蓄熱利用冷房効率］

［日量蓄熱利用冷房効率］

1
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性能向上率の調査結果（9）

予備調査

氷蓄熱式空気調和装置 高効率ショーケース

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

冷蔵庫：横型 【横型】
700L以下
700L超1200以下
122L超

-
-
-

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

2020年版の
水準値が存在しない

2020年版の
水準値が存在しない

［日量成績係数］ ［kWh/年］

［kWh/年］［日量成績係数］

1
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一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター, 
https://www.hptcj.or.jp/study/tabid/104/Default.aspx ,（ 2021.1.12アクセス）

性能向上率の調査結果（10）

予備調査

高効率ヒートポンプ給湯器 省エネルギー型自動販売機

独立行政法人中小企業基盤整備機構, 省エネQ＆A, https://j-
net21.smrj.go.jp/development/energyeff/Q1283.html , （2021.1.12アクセス）

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

1
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SAGAS, コピー機/複合機, https://www.sagas.co.jp/free_contents/tec.htm, 
（2021.1.12アクセス）

性能向上率の調査結果（11）

予備調査

省エネルギー型複写機 省エネルギー型複合機

プリンター・複合機部会, 省エネルギーの取り組み, https://mfd.jbmia.or.jp/energy/efforts/, 
（2021.1.12アクセス）

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

1
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資源エネルギー庁 省エネルギー対策課, トップランナー機器の現状と今後の対応に関する整理（案）
について
（ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/pdf/009_0
4_00.pdf ）, H27.1.20

性能向上率の調査結果（12）

予備調査

高効率テレビジョン受信機 高効率照明器具

資源エネルギー庁 省エネルギー対策課, トップランナー機器の現状と今後の対応に関する整理（案）
について
（ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/pdf/009_0
4_00.pdf ）, H27.1.20

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

1
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性能向上率の調査結果（13）

予備調査

高効率家庭用ガス調理機器 高効率家庭用ガス温水機器

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表不 明

給湯専用機 - 95

暖房専用機 - 93

暖房給湯兼用機 - 87

風呂給湯兼用機 - 95.1

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

給湯専用機 - 95.0

暖房専用機 - 87.0

暖房給湯兼用機 - 93.0

風呂給湯兼用機 - 95.1

［エネルギー消費効率(%)］

［エネルギー消費効率(%)］

1



65

性能向上率の調査結果（14）

予備調査

高効率家庭用石油温水機器 高効率家庭用ヒートポンプ式温水器

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター, 
https://www.hptcj.or.jp/study/tabid/104/Default.aspx , （2021.1.12アクセス）

2015年度冬版L2-Tech水準表

2020年度L2-Tech水準表

給湯用のもの（風呂給湯を含む） - 95

暖房用のもの - 93

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

給湯用のもの（風呂給湯を含む） - 95

暖房用のもの - 93

［エネルギー消費効率(%)］

［エネルギー消費効率(%)］

1
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蔭山遼将, 火力発電で効率世界記録、コンバイドサイクルで62.22% (2/2)
（https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/1606/21/news041_2.html）, 
2016.6.21

性能向上率の調査結果（15）

予備調査

コンバイドサイクル発電設備 高効率圧縮機

2010年以降の
1年当たりの性能向上率

0％ ～2% ～5% ～10％
2010年以降の

1年当たりの性能向上率
0% ～2% ～5% ～ 10%

不 明

1
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業界団体へのヒアリング方法

計3団体に対してヒアリングを実施した

日本冷凍空調工業会 日本ガス協会 電気事業連合会

ヒアリング

２



2.2 海外調査
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国内調査の結果の位置づけを確認するために、先進的な技術を有していると考えられる（原
発に依存せず最も野心的な目標を掲げている）ドイツを調査対象国として設定した

調査対象国の選定

英国

欧州

中国

フランス

ドイツ

対象国 中期目標 目標達成に向けた主な取り組み*1

• 2030年までに少なくとも▲68％（1990
年比）*1

※2013年比▲55.2％相当

• 再エネ・原子力等の低炭素電源80％以上、石炭火力発電はフェードアウト

• エネルギー多消費産業でのCCUSの開発

• ほぼすべての乗用車・小型トラックがゼロエミッション

• 2030年までに1990年比で温室効果ガス
の排出40%減*2

• 2050年カーボンニュートラル*2

• 化学工業、鉄鋼、セメント業等でのCCSの活用

• 電動自動車、バイオ燃料、天然ガス自動車、バイオガスの普及支援

• 2050年までにすべての建築物を省エネ基準にリノベーション

• 2030年までに1990年比で少なくとも
55％減*3

• 2050年カーボンニュートラル*3

• 長期的には電力はほぼ全て再生可能エネルギー

• CO2フリーな燃料への代替（電気、バイオマス、水素、CCU）

• 2050年までに交通システムをほぼ脱炭素化

米国
• 2030年全てのアメリカ製バスを排出ゼロ*4

• 2035年電力脱炭素の達成*4

• 再エネの急伸等でほぼすべてが低炭素電源、CCUSのない火力発電は
フェードアウト

• 電気自動車、燃料電池自動車、バイオ燃料等の拡大

• 暖房、給湯等の電化

• 2030年排出量「ピークアウト」を達成*5

• 2030年GDPあたりCO2排出量2005年
比65%超削減*6

• （不明）

*1 環境省 長期低炭素ビジョン小委員会（第20回）, 各国の長期戦略の概要について（ https://www.env.go.jp/council/06earth/y0618-20.html ）, 2017.12.19 、*2 Ministère de la 
Transition écologique, Publication de la Stratégie française pour l’énergie et le climat : la France confirme son engagement vers une société neutre en carbone
（ https://www.ecologie.gouv.fr/publication-strategie-francaise-lenergie-et-climat-france-confirme-engagement-vers-societe-neutre-en ）,2020.4.23、 *3 ドイツ 科学・イノベー
ション フォーラム 東京,ドイツ政府の気候保護政策の現状と課題（ https://www.dwih-tokyo.org/ja/2020/12/23/climatepolicy/ ）, 2020.12.23、*4 BIDEN HARRIS, THE BIDEN PLAN 
TO BUILD A MODERN, SUSTAINABLE INFRASTRUCTURE AND AN EQUITABLE CLEAN ENERGY FUTURE（ https://joebiden.com/clean-energy/ ）2020.7.1、*5 BBC,中国の
CO2排出量、2060年までに実質ゼロに 習主席が表明（ https://www.bbc.com/japanese/54260510 ）,2020.9.23 、*6新華網日本語版,習近平主席、「気候野心サミット」でビデオ演説, 
2020.12.13等に基づいて作成



海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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BMU, Climate Action Plan 2050 （ https://www.bmu.de/fileadmin/Daten_BMU/Pools/Broschueren/klimaschutzplan_2050_en_bf.pdf）, 2021.3.3 その他に基づいて作成

ドイツ政府は、GCAP2050に基づいて目標達成していくことを閣議決定しており、本政策が
起点となり、気候変動対策プログラムが実行されることとなっている

ドイツのパリ協定の関わる動向の全体像

ドイツ

国際連合

EU

20212020201920182016 2017201520142013

連立合意
対立していた2大
政党で、GCAP
（気候変動行動
計画）を作成する
ことに合意

2013.11

2030年目標の合意

2014.12

EU全体で2030年までに40%
削減（1990年比）に合意

パリ協定の採択

2015.12

GCAP2050の
閣議決定

ドイツ環境省（BMUB）
が主に策定

2016.11

パリ協定の発効

2016.11

GCAP2030の
閣議決定

GCAP2030：気候保
護プログラム2030

2019.10

連邦気候保護法
の発行

世界で初めて気候保護目標
に法的拘束力を付与

2019.12

NDCを国連に提出

欧州理事会が、NDC（国
別貢献）を国連の事務局
に提出

2020.12

1 2

パリ協定の達成に直接的に関連する動き
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GCAP2050は、ドイツにおけるパリ協定達成のための根幹政策として位置づけられている

GCAP2050の位置づけ1

BMU, Greenhouse gas neutral germany 2050, https://www.bmu.de/en/topics/climate-energy/climate/national-climate-policy/greenhouse-gas-neutral-germany-2050/ , 
（2021.2.3アクセス）

概要
2050年向けた長期パリ協定に準拠すべく、ドイツ国内では気候変動に向けた
2050年までの政策骨子であるClimate Action Planを推進している

ドイツ環境省が
Climate Action Plan 2050を策定
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BMU, Climate Action Plan 2050 ,（https://www.bmu.de/fileadmin/Daten_BMU/Pools/Broschueren/klimaschutzplan_2050_en_bf.pdf）, 2016.1.11

GCAP2050では、2030/2050年目標に基づいて設定された、具体的なCO2排出削減シナ
リオとアクションが示されている

GCAP2050の要素

概要
Climate Action Planは、エネルギー転換部門、建築
物・運輸部門、産業部門、農産業部門における、具体
的な目標達成シナリオを含む

1
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BMU, Greenhouse gas neutral germany 2050, https://www.bmu.de/en/topics/climate-energy/climate/national-climate-policy/greenhouse-gas-neutral-germany-2050/,
（2021.2.4アクセス）

GCAP2050では、5つの部門に対して2030年における達成目標（1990年比）を設定して
いる

GCAP2050が設定している2030年目標

エネルギー部門

産業部門

建物部門

運輸部門

農産業部門

概要
エネルギー部門・産業部門・運輸部門に注力しており、エネルギー
部門に関しては1990年対比で2030年に向け55%のCO2削減
目標を掲げている

1
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参考：環境省「平成26年度版 環境・循環型社会・生物多様性白書」、環境省「中央環境審議会地球環境部会 第27回会合 資料4」、ドイツ政府, Climate Action Programme 2030
（ https://www.bundesregierung.de/breg-en/issues/climate-action）, 2019.10に基づいて作成

GCAP2030では、経済的手法を用いることが中心的な政策メニューとなっているが、その原
資は国内排出量取引によって得ることを前提としている

GCAP2030の主な政策メニュー

推

進

規

制

規制的
手法

手続的
手法

情報的
手法

経済的
手法

自主的
取組手法

情報
開示・提供

補 助

税 制

制 度

自主計画
（目標設定）

直接規制

枠組規制

マネジメント
システム

アセスメント

環境・基盤
整備

暖房・運輸に対する国内排出量取引の導入

建築物
Building and housing

運 輸
Transport

農 業
Farming and forestry

エネルギー転換
Energy

産 業
Industry

再エネ割賦金引下げ

省エネ改修・
設備導入への減税

省エネ空調への
置換えへの助成

ガス・石油から再エネ利用

EV・FCVの購入・
利用に助成

長距離鉄道チケット
の減税

充電設備の
設置義務

ガソリン・ディーゼルから
代替燃料へ

有機農業
への助成

有機農業の促進 石炭火力発電からの脱却

石炭火力発電の
段階的廃止

太陽光発電の
出力制限の解除

各種脱炭素技術
への助成

生産プロセスの脱炭素化

政策種別

2

各種政策メニューの
原資に



追加製品カテゴリの検討

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320



77

GCAP2050で取り上げられている技術一覧

取り上げられている技術カテゴリに日本との大きな差分はないが、日本と比較して再エネ技術
と熱利用に関する省エネ技術の割合が多い

日本が政策的に取り上げている技術と大きな差はないため、エネルギー環境適合製品としての追加は不要と考えられる



対象製品の性能の在り方の検討

調査内容 実施したタスク

Step1.
国内調査

Step2.
海外調査

Step3.
取りまとめ

プロセス

100

200

国内におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

海外におけるエネルギー環境適合製品の対象製品、性能
の在り方について調査を行う。

成果の取りまとめと今後の課題を整理する。

◼ 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

◼ 追加製品カテゴリの検討

◼ 対象製品の性能の在り方の検討

◼ 成果のまとめ

110

120

130

210

220

230

310

300 ◼ 今後の課題の整理320
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ドイツにおける性能基準

ドイツには、日本の再エネ・省エネ基準と対比できる可能性のある基準が複数存在している

カテゴリ 制度名

再エネ製品

省エネ製品

自動車

• 再生可能エネルギー熱法
• 再生可能エネルギー法

• 省エネラベリング

• 乗用車エネルギー消費ラベル令

GCAP2030/2050
との関連性

日本の制度との対応

制 度 対応する製品カテゴリ

• 関連あり
• 再エネ熱法に基づき、ガス・
石油燃料から再エネに転換
する計画

• 関連なし
• ガス・石油燃料から再エネに
転換することを目標としてい
るため、関連性なし

• 関連なし
• ガソリン・ディーゼルから
代替燃料への転換を目標と
しているため、関連性なし

• グリーン購入法

• トップランナー制度

• トップランナー制度

• 太陽熱システム

• エアコンディショナー
• 調理器具
• 家庭用冷蔵庫・冷凍庫
• 業務用冷凍庫
• ショーケース
• テレビジョン受信機

• 乗用車

環境省, 諸外国の再生可能エネルギー熱政策（https://www.env.go.jp/earth/report/h26-01/ref03.pdf）,2014.1、BMWi, Erneuerbare-Energien-Gesetz（EEG), 
(https://www.erneuerbare-energien.de/EE/Redaktion/DE/Dossier/eeg.html)、BMWi, Erneuerbare-Energien-Warmegesetz,（https://www.erneuerbare-
energien.de/EE/Navigation/DE/Recht-Politik/Das_EEWaermeG/das_eewaermeg.html）、European Commission, Energy label and ecodesign, https://ec.europa.eu/info/energy-
climate-change-environment/standards-tools-and-labels/products-labelling-rules-and-requirements/energy-label-and-ecodesign/product-database_en（2021.3.11アクセス）、
BMWi, Energy consumption labelling for passenger car（ https://www.bmwi.de/Redaktion/EN/Artikel/Energy/fuel-efficiency-labelling-for-passenger-cars.html ）, 2018.6.29に
基づいて作成

https://www.erneuerbare-energien.de/EE/Redaktion/DE/Dossier/eeg.html
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しかし、ドイツと日本とで性能基準を比較する際の測定単位と試験条件が一致していないた
め、単純比較することはできない

ドイツの制度との比較可能性

経済産業省資源エネルギー庁, 機器・建材トップランナー制度について, https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/equipment/（2021.3.11アクセス）、
環境省, グリーン購入法（ https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/tebiki/r2_tyoutatusya.pdf）, R2.2、環境省, 諸外国の再生可能エネルギー熱政策
（https://www.env.go.jp/earth/report/h26-01/ref03.pdf）,2014.1、 BMWi, Erneuerbare-Energien-Gesetz（EEG), (https://www.erneuerbare-
energien.de/EE/Redaktion/DE/Dossier/eeg.html)、BMWi, Erneuerbare-Energien-Warmegesetz,（https://www.erneuerbare-energien.de/EE/Navigation/DE/Recht-
Politik/Das_EEWaermeG/das_eewaermeg.html）、 European Commission, Energy label and ecodesign, https://ec.europa.eu/info/energy-climate-change-
environment/standards-tools-and-labels/products-labelling-rules-and-requirements/energy-label-and-ecodesign/product-database_en（2021.3.11アクセス）に基づいて作成

製品カテゴリ
日 本 ドイツ 基準の整合状況

性能基準 測定単位 性能基準 測定単位 測定単位 試験条件

エアコンディショナー

トップランナー制度

通年エネルギー
消費効率

APF

省エネラベリング
年間エネルギー
消費量
kWh

× ×

ガス調理機器
（グリル・オーブン）

ガス消費量
Wh ○ ×

照明器具
固有エネルギー
消費量
lm/W

× ×

太陽熱システム グリーン購入法
集熱量

kJ/(m2・日）
再生可能

エネルギー熱法
不明 × ×

https://www.erneuerbare-energien.de/EE/Redaktion/DE/Dossier/eeg.html
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各社の公式カタログにに基づいて作成

日本で販売されている太陽光発電設備について、日本製とドイツ製の性能を比較したが、大
きな差はないため、基準値が大きく劣後している可能性は低い

再エネ製品（太陽光発電設備）に関する性能基準の比較

クラス
（条件）

日本 ドイツ グリーン購入法

メーカー名
（型式）

セル実効変換効率
%

メーカー名
（型式）

セル実効変換効率
%

基準値
%

シリコン
多結晶系

A社 17.3 X社 17.4 15.0

シリコン
単結晶系

B社 17.3 Y社 18.75

16.0

C社 20.1 Z社 18.6
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日本で販売されている自動車についても、日本製とドイツ製の性能を比較したが、大きな差
はないため、基準値が大きく劣後している可能性は低い

自動車に関する性能基準の比較

製品
カテゴリ

クラス条件
(車両重量)

日本 ドイツ トップランナー制度

メーカー名
（商品名）

燃費消費率
km/L(JC08モード)

メーカー名
（商品名）

燃費消費率
km/L(JC08モード)

燃費消費率
km/L(JC08モード)

ディーゼル
乗用乗用車

1651~
1761Kg

A社 19 X社 17.2 15.4

特定ガソリン
乗用自動車

1311~
1421kg

B社 31.4~34.2 Y社 14.6 19.0

プラグイン
ハイブリット
乗用自動車

1531~
1651kg

C社
公式カタログに

JC08モード記載なし
Z社 15.9 16.5

各社の公式カタログにに基づいて作成
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成果のまとめ
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• 日本におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

• 日本政府は、2050年カーボンニュートラルに向けて、様々なエネルギー政策を推進している。

• 追加製品カテゴリの検討

• 技術が網羅的に整理されている革新的イノベーション戦略、グリーン成長戦略、及びL2-Techリストを調査対象とした。

• 関連告示掲載のない製品カテゴリを211カテゴリ、掲載のある製品カテゴリを16カテゴリをリストアップした。

• そのうち、商用化済みの4カテゴリ（①水電解装置、②NOxバーナー、③グリーン冷媒、④デジタル制御技術）について、深堀り調査を実施した。

• 対象製品の性能の在り方の検討

• 性能基準の在り方を検討する上では、性能が大きく向上している製品カテゴリを特定した上で、性能基準を整理した。

• 関連する業界団体に対してヒアリングを行い、関連する性能基準が複数存在することが明らかとなったため、関連告示との対応関係を整理した。

国内調査

3.1 成果のまとめ
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• 海外におけるエネルギー政策の状況と方向性の調査

• 国内調査の結果の位置づけを確認するために、先進的な技術を有していると考えられる（原発に依存せず最も野心的な目標を掲げている）ドイツを

調査対象国として設定した。

• ドイツ政府は、GCAP2050に基づいて目標達成していくことを閣議決定しており、本政策が起点となり、気候変動対策プログラムが実行されることと

なっている。

• GCAP2030では、経済的手法を用いることが中心的な政策メニューとなっているが、その原資は国内排出量取引によって得ることを前提としている。

• 追加製品カテゴリの検討

• 取り上げられている技術カテゴリに日本との大きな差分はないが、日本と比較して再エネ技術と熱利用に関する省エネ技術の割合が多いことを確認し

た。

• 対象製品の性能の在り方の検討

• ドイツには、日本の再エネ・省エネ基準と対比できる可能性のある基準が複数存在しているが、ドイツと日本とで性能基準を比較する際の測定単位と

試験条件が一致していないため、単純比較することはできないことを確認した。

• そのため、日本で販売されている太陽光発電設備や自動車について、日本製とドイツ製の性能を比較したが、大きな差はないため、日本の基準値が

大きく劣後している可能性は低いことが明らかとなった。

海外調査

3.1 成果のまとめ
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